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※基準価額は、信託報酬控除後の価額です。設定前営業日を10,000円として指数化して

います。なお、信託報酬率は「ファンドの費用」をご覧ください。 
※分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので

あり、実際の基準価額とは異なります。 
※参考指数は、東証株価指数(TOPIX)(配当込み)です。設定日を10,000円として指数化し

ています。指数についての詳細は後掲の「指数の著作権などについて」をご参照ください。 

 

 
 

期 決算日 分配金（円） 

第1期 2024/09/17 0 

第2期 2025/09/16 500 

- - - 

設定来累計分配金 500 

※分配金は、1万口当たりの金額です。 
※分配金は過去の実績であり、将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するも

のではありません。 
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分配金の実績(税引前)(直近3年分)

 
 

 当月末 前月末 

基準価額（円） 16,980 15,567 

純資産総額（百万円） 401 366 

※基準価額は、1万口当たり。 

 基準価額(円) 基準日 

設定来高値 17,162 2026/01/23 

設定来安値 9,432 2023/10/04 

※同一の基準価額が複数ある場合、直近の日付を表示して

います。 
 

 
 

 ファンド 参考指数 

1ヵ月 9.1 4.6 

3ヵ月 16.3 7.2 

6ヵ月 31.4 22.5 

1年 47.9 31.1 

3年 - - 

5年 - - 

10年 - - 

設定来 75.9 61.3 

※騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとして算出し

ていますので、実際の投資家利回りとは異なります。 
※各期間は、基準日から過去に遡っています。また、設定来

の騰落率については、設定当初の投資元本を基に計算してい

ます。 
 

 
 

株式等現物 97.5 

現金等 2.5 

合計 100.0 

株式

先物 

  
株式先物 - 

株式実質組入（現物＋先物） 97.5 

※組入比率は、純資産総額に対する割合です。 
※現金等の中には未払金等が含まれるため、比率が一時的

にマイナスとなる場合があります。 
 

基準価額・純資産総額

騰落率(税引前分配金再投資) (%)

ポートフォリオ構成 (%)

  
運用実績の推移 （設定日：2023年9月29日） 
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 業種 組入比率 

1 卸売業 21.1 

2 化学 11.9 

3 電気機器 10.7 

4 機械 8.7 

5 ガラス・土石製品 6.0 

6 銀行業 4.7 

7 精密機器 4.2 

8 建設業 3.8 

9 その他金融業 3.7 

10 繊維製品 3.6 

※組入比率は、純資産総額に対する割合です。 
※業種は、東証33業種分類によるものです。 

組入上位10業種 (%)
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銘柄(コード) 

業種 

組入 

比率 
ファンドマネージャーコメント 

1 
日東工業 (6651) 

6.3 
同社は、電設資材メーカーです。キャビネットや配電盤で高いシェアがあります。主要な仕

向け先は建設業界向けであり、都市再開発や工場建設など需要は底堅く推移していま

す。2024年5月に竣工した新工場の稼働により一段の生産改善を見込んでいます。 電気機器 

2 
ニチアス (5393) 

6.0 

「断つ・保つ」の技術で保温・断熱分野のニッチかつ高シェア製品を幅広い分野に展開して

います。造船、石油精製・石油化学、電力、建築、自動車、半導体などの産業で使用されて

います。成長分野への投資、不採算製品の縮小など事業の選択と集中を進めている点を

評価しています。 
ガラス・土石製品 

3 
四国化成ホールディングス (4099) 

5.5 

同社は、化学品事業とエクステリアを中心とした建材事業を展開しています。化学品事業

におけるファインケミカルが業績成長のけん引役です。なかでも、プリント基板内部の銅

配線向けに供給する「GliCAP」（密着性向上剤）のデータセンター分野での成長に期待し

ています。また、事業ごとにROICのターゲットを設定するなど資本効率改善に対する姿

勢も評価しています。 

化学 

4 
豊田通商 (8015) 

5.3 

同社はトヨタ自動車系列の大手商社です。自動車関連で利益の約60％を構成していま

す。また、そのうちトヨタ自動車グループからの収益は約90％を占めます。トヨタグルー

プの緩やかな生産拡大に伴い自動車関連ビジネスが拡大することに加え、自動車販売を

手掛けるアフリカ事業の成長性を評価しています。 
卸売業 

5 
オルガノ (6368) 

5.3 

同社は電子産業分野のほか、その他一般産業分野や電力・上下水道分野向けの総合水処

理エンジニアリング企業です。収益性が高い成長分野に経営資源を傾斜してきました。こ

こ最近は、半導体業界の設備投資拡大が同社業績の牽引役となっている点を前向きに評

価しています。 
機械 

6 
東テク (9960) 

5.1 
大手空調機器メーカーの代理店運営と空調工事をサポートする計装工事を事業の両輪と

しています。計装工事事業では、業界の需給ひっ迫により高収益を維持しています。ま

た、同業者への積極的なM&Aが奏功し、収益拡大が続いています。 卸売業 

7 
因幡電機産業 (9934) 

4.7 

独立系の電設資材商社です。「電設資材事業」、「産業機器事業」、「自社製品事業」を展開

しています。「自社製品」で手掛ける空調用の配管化粧カバーなどの空調関連部材は高シ

ェア・高マージンを確保し、利益のけん引役です。また、積極的な株主還元を実施してい

る点も前向きに評価しています。 
卸売業 

8 
三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ (8306) 

4.7 

銀行、証券、カード、消費者金融、資産運用などをリードする総合金融グループです。日銀

の利上げにより収益拡大が見込まれる点、事業ポートフォリオ改革を進め海外収益の拡

大に期待ができる点、自社株買いなど株主還元を積極的に行い、先行きROE12％を目指

すなど資本効率改善に積極的に取り組んでいる点、などを前向きに評価しています。 
銀行業 

9 
東京精密 (7729) 

4.2 

同社は、精密な位置決め・測定技術を背景に半導体製造装置や精密測定機器などを製造

しています。成長分野にフォーカスした事業ポートフォリオ構築を評価しています。具体的

には、パワー半導体製造用のグラインダや生成AI普及を牽引するプローバの高付加価値

化が同社業績拡大を後押しすると考えます。 
精密機器 

10 
大氣社 (1979) 

3.8 

同社は空調設備工事の大手企業です。環境システム事業（産業空調とビル空調）と塗装シ

ステム事業（自動車メーカー向け）の2本柱です。競争優位性があり収益性が高い産業空

調に経営資源を傾けている点、収益性が低い塗装システム事業の構造改革を進めている

点を評価しています。 
建設業 

※組入比率は、純資産総額に対する割合です。 
※業種は、東証33業種分類によるものです。 
※当該個別銘柄の掲示は、銘柄推奨を目的としたものではありません。 

組入上位10銘柄 (%)  （組入銘柄数 31）
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マーケット動向とファンドの動き

≪マーケット動向≫ 

1月の東証株価指数（TOPIX配当込み）は月間で4.6％上昇し

ました。 

月前半は上昇しました。米国のハイテク株高や台湾半導体大

手の好業績を背景に生成AI・半導体関連株が上昇したこと

や、高市首相による衆議院解散観測を受けた積極財政政策な

どへの期待から、TOPIXは史上最高値を更新しました。月後

半は下落しました。グリーンランド問題を巡る米欧間の貿易摩

擦懸念に加え、消費税減税を巡る与野党の議論活発化を受け

て財政懸念が一段と高まり、国内金利が上昇したことなどが

嫌気されました。その後、為替市場において、日米当局がレー

トチェックに動いたとの観測を背景に円高ドル安が進んだこと

から、輸出関連株を中心に下落しました。 

東証33業種別指数では、33業種中27業種が上昇しました。

騰落率をみると、非鉄金属、石油・石炭製品、機械などが上位

となった一方、サービス業、情報・通信業、その他製品などが

下位となりました。 

≪ファンドのパフォーマンス≫ 

1月の基準価額は、12月末比9.1％上昇しました。ポートフォ

リオ構築では、徹底した企業調査をもとに株価バリュエーショ

ンを勘案し、今後の企業価値の向上が期待できる銘柄を厳選

して投資を行いました。具体的に、個別銘柄の売買としては、「マ

クニカホールディングス」、「クラレ」などを売却した一方、「やまび

こ」、「日東工業」などを購入しました。基準価額に対する個別銘

柄の寄与度では、四国化成ホールディングス、オルガノ、レゾナッ

ク・ホールディングスなどがプラスに寄与した一方で、日東工業、

因幡電機産業、ジーエス・ユアサコーポレーションなどがマイナス

に影響しました。 

 

 
 

 

今後のマーケット見通しと今後の運用方針

今後の国内株式市場は、堅調な展開を予想します。 

2月8日に投開票となる衆議院選挙を控え、与野党が掲げる減

税や財政拡張策などが国内景気の先行きの期待感を高めて

おり、その具体化を担う新政権の政策運営が今後の焦点にな

るとみています。財政規律への懸念に伴う国内金利上昇には

留意が必要ですが、春闘における賃上げや政府の家計支援策

などによる国内消費の持続的回復が、実体経済の着実な改善

に寄与すると想定しています。本格化する企業決算において

は、AIなどの世界的なハイテク需要やインフレ下での価格転

嫁力を背景とした業績改善が確認されるかに注目していま

す。 

日本株のサポート要因としては、①積極的な財政政策や賃上

げによる内需の拡大期待、②企業価値向上に向けた経営改革

の継続的な進展、③過去最高水準での自社株買いの実施、な

どが挙げられます。 

ファンドの運用方針については、徹底した企業調査と企業との

対話に基づき、主に事業構造改革による収益力向上が期待さ

れる企業や資本効率の改善を図る企業からバリュエーション

（株価指標）が割安と判断される銘柄を中心に、今後の企業価

値の向上が期待できる銘柄を厳選して投資していきます。 

 

※マーケット動向とファンドの動きは、過去の実績であり将来の運用成果等をお約束するものではありません。また、見通しと運用方針は、作成時点のものであ

り、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。 
 

 

 

 

 



  

  

 
 

信託財産の成⻑を図ることを目的として、積極的な運⽤を⾏います。 
 

１． 主として、わが国の株式に投資します。 
● 国内の金融商品取引所に上場する株式（上場予定を含みます。）を主要投資対象とします。 

● 株式の組入比率は、原則として高位を維持します。 
 

２． 徹底した銘柄調査と企業との対話に基づき、主に事業構造改革による収益力の向上が期待される企業や資本
効率の改善を図る企業を組入候補銘柄として選定します。 
● 的確な事業構造改革を実施し、内部努力により収益力の強化を目指す企業を、経営陣との徹底的な対話によって発掘します。 

● 収益力の強化に加えて、余剰資本を還元することによって資本効率の改善を目指す企業に着目します。 

 

３． ポートフォリオの構築にあたっては、組入候補銘柄の中から、バリュエーション（株価指標）が割安と判断される
銘柄を中心に、今後の企業価値の向上が期待できる銘柄を厳選して投資を⾏います。 
● 投資魅力度に応じて組入銘柄数および各銘柄の組入比率を決定します。 

 

（分配方針）  

年１回の決算時（毎年9月16日（休業日の場合は翌営業日））に、繰越分を含めた経費控除後の配当等収益およ

び売買益（評価益を含みます。）等の全額を対象として、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して、分

配金額を決定します。 
 

※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。 

※分配金額は、分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するものではありません。 

分配金が支払われない場合もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金動向、市況動向等によっては、上記の運用ができない場合があります。 

(円)ファンドの特色
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当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、ファンドの基準価額は変動します。これらの運⽤による損益はすべて投資者のみ

なさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資

元本を割り込むことがあります。 

また、投資信託は預貯金と異なります。 

なお、基準価額の変動要因は、下記に限定されるものではありません。 
 

● 株価変動リスク 

株式の価格は、国内外の政治・経済・社会情勢の変化、発行企

業の業績・経営状況の変化、市場の需給関係等の影響を受け変

動します。株式市場や当ファンドが投資する企業の株価が下落

した場合には、その影響を受け、基準価額が下落する要因とな

ります。また、当ファンドは、個別銘柄の選択による投資を行う

ため、株式市場全体の動向から乖離することがあり、株式市場

が上昇する場合でも基準価額は下落する場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

● 信⽤リスク 

有価証券等の価格は、その発行体に債務不履行等が発生また

は予想される場合には、その影響を受け変動します。当ファンド

が投資する株式の発行者が経営不安・倒産に陥った場合、また

こうした状況に陥ると予想される場合、信用格付けが格下げさ

れた場合等には、株式の価格が下落したり、その価値がなくな

ることがあり、基準価額が下落する要因となります。 

● 流動性リスク 

有価証券等を売却または取得する際に市場規模や取引量、取

引規制等により、その取引価格が影響を受ける場合がありま

す。一般に市場規模が小さい場合や取引量が少ない場合に

は、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないこと

や、値動きが大きくなることがあり、基準価額に影響をおよ

ぼす要因となります。 

  

(円)主な投資リスク

 
   

  マンスリーレポート 

構造改革ジャパン  2026年1月30日基準 

   

 
 

   
当資料は、ファンドの運用状況に関する情報提供を目的としてアセットマネジメントOneが作成した資料であり、 
投資信託説明書（交付目論見書）ではありません。 
「投資信託に関する留意点」、「当資料のお取扱いについてのご注意」をよくお読みください。 

6/12 
 

   



  

  

(円)お申込みメモ

購入単位 販売会社が定める単位（当初元本１口＝１円） 

購入価額 
購入申込受付日の基準価額（基準価額は1万口当

たりで表示しています。） 

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。 

換金単位 販売会社が定める単位 

換金価額 
換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を

控除した価額 

換金代金 
原則として換金申込受付日から起算して5営業日目

からお支払いします。 

申込締切時

間 

原則として営業日の午後3時30分までに販売会社

が受付けたものを当日分のお申込みとします。 

なお、販売会社によっては異なる場合がありますの

で、詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

換金制限 
信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換

金請求に制限を設ける場合があります。 

購入・換金

申込受付の

中止および

取消し 

金融商品取引所等における取引の停止、決済機能

の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購

入・換金のお申込みの受付を中止することおよびす

でに受付けた購入・換金のお申込みの受付を取り消

す場合があります。 

 信託期間 2044年9月16日まで（2023年9月29日設定） 

繰上償還 

次のいずれかに該当する場合には、受託会社と合

意の上、信託契約を解約し、当該信託を終了（繰上

償還）することがあります。 

・信託契約を解約することが受益者のために有利で

あると認める場合 

・純資産総額が30億円を下回ることとなった場合 

・やむを得ない事情が発生した場合 

決算日 毎年9月16日（休業日の場合は翌営業日） 

収益分配 

年１回の毎決算日に、収益分配方針に基づいて収益

分配を行います。 

※お申込コースには、「分配金受取コース」と「分配

金再投資コース」があります。ただし、販売会社に

よっては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合

があります。詳細は販売会社までお問い合わせく

ださい。 

課税関係 

課税上は株式投資信託として取り扱われます。 

原則として、分配時の普通分配金ならびに換金時の

値上がり益および償還時の償還差益に対して課税

されます。 

公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たし

た場合に少額投資非課税制度（NISA）の適用対象

となります。 

当ファンドは、NISAの「成⻑投資枠（特定非課税管

理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが

異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問

い合わせください。 

※税法が改正された場合等には、上記内容が変更

となることがあります。 
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以下の手数料等の合計額、その上限額については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。 

※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。 

● 投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤ 

運⽤管理費⽤ 

（信託報酬） 

以下により計算される①と②の合計額とします。 

① ファンドの日々の純資産総額に対して年率
1.573％（税抜1.43％）の率を乗じて得た

額 

② 株式の貸付の指図を行った場合は、その品
貸料の55％（税抜50％）未満の率＊を乗じ

て得た額 

＊2025年12月16日現在は、品貸料の

49.5％（税抜45％）以内になります。この

率を乗じて得た額につき、委託会社と受託

会社で折半します。品貸料はファンドの収

益として計上され、その収益の一部を委託

会社と受託会社が運用管理費用（信託報

酬）として受け取ります。 

その他の費⽤・ 

手数料 

その他の費用・手数料として、お客様の保有期間

中、以下の費用等を信託財産からご負担いただ

きます。 

・組入有価証券等の売買の際に発生する売買委

託手数料 

・信託事務の処理に要する諸費用 

・外国での資産の保管等に要する費用 

・監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費

用   等 

※これらの費用等は、定期的に見直されるもの

や売買条件等により異なるものがあるため、

事前に料率・上限額等を示すことができませ

ん。 

● 投資者が直接的に負担する費⽤ 

購入時手数料 

購入価額に、3.3％（税抜3.0％）を上限として、

販売会社が別に定める手数料率を乗じて得た額

となります。 

信託財産留保額 
換金申込受付日の基準価額に0.3％の率を乗じ

て得た額を、換金時にご負担いただきます。 

(円)ファンドの費⽤
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投資信託は、 
●預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構および保 
  険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証券会 
  社を通して購入していない場合には投資者保護基金の対象にも 
  なりません。 

 

  
●購入金額については元本保証および利回り保証のいずれもあり 
  ません。 
●投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありま 
  すが、これによる損失は購入者が負担することとなります。 

 

 
 

●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成した販売用 
  資料です。 
●お申込みに際しては、販売会社からお渡しする投資信託説明書 
  （交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断く 
  ださい。 
●投資信託は、株式や債券等の値動きのある有価証券（外貨建資 
  産には為替リスクもあります）に投資をしますので、市場環境、 
  組入有価証券の発行者に係る信用状況等の変化により基準価額 
  は変動します。このため、投資者のみなさまの投資元本は保証 
  されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、 
  投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損 
  益は全て投資者のみなさまに帰属します。また、投資信託は預 
  貯金とは異なります。 

 

●当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判 
  断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、 
  正確性について、同社が保証するものではありません。また掲載 
  データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するもので 
  はありません。 
●当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変 
  更される場合があります。 

   
◆収益分配金に関する留意事項◆ 
●収益分配は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および売買益（評価益を含みます。））を超えて行われる場合があ 
  ります。したがって、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 
●受益者の個別元本の状況によっては、分配金の全額または一部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。個別元本と 
  は、追加型投資信託を保有する受益者毎の取得元本のことで、受益者毎に異なります。 
●分配金は純資産総額から支払われます。このため、分配金支払い後の純資産総額は減少することとなり、基準価額が下落する要因となり 
  ます。計算期間中の運用収益以上に分配金の支払いを行う場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。 

 
委託会社およびファンドの関係法人 
＜委託会社＞アセットマネジメントOne株式会社 

＜委託会社＞金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第324号 

＜委託会社＞加入協会：一般社団法人投資信託協会 

＜委託会社＞加入協会：一般社団法人日本投資顧問業協会 

＜受託会社＞みずほ信託銀行株式会社 

＜販売会社＞販売会社一覧をご覧ください。 

 

 
  
  

 

 
 

委託会社の照会先 
アセットマネジメントOne株式会社 
コールセンター  0120-104-694 
            (受付時間：営業日の午前9時～午後5時） 
ホームページ   URL https://www.am-one.co.jp/ 

 

投資信託に関する留意点

当資料のお取扱いについてのご注意
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○印は協会への加入を意味します。 

2026年2月10日現在 

商号 登録番号等 
日本 
証券業 
協会 

一般社 
団法人 
日本投 
資顧問 
業協会 

一般社 
団法人 
金融先 
物取引 
業協会 

一般社 
団法人 
第二種 
金融商 
品取引 
業協会 

備考 

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○  ○ ○  

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。 
また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託会社の照会先までお問い合わせください。 
●販売会社によってお申込みの条件、制限等が異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。 
＜備考欄について＞ 
※1 新規募集の取扱いおよび販売業務を行っておりません。 
※2 備考欄に記載されている日付からのお取扱いとなりますのでご注意ください。 
※3 備考欄に記載されている日付からお取扱いを行いませんのでご注意ください。 
                                                                                   （原則、金融機関コード順） 

販売会社一覧



 
   

  マンスリーレポート 

構造改革ジャパン  2026年1月30日基準 

   

 

 

   
当資料は、ファンドの運用状況に関する情報提供を目的としてアセットマネジメントOneが作成した資料であり、 
投資信託説明書（交付目論見書）ではありません。 
「投資信託に関する留意点」、「当資料のお取扱いについてのご注意」をよくお読みください。 

11/12 
 

 
以下は取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です。 

○印は協会への加入を意味します。 

 2026年2月10日現在 

商号 登録番号等 
日本 
証券業 
協会 

一般社 
団法人 
日本投 
資顧問 
業協会 

一般社 
団法人 
金融先 
物取引 
業協会 

一般社 
団法人 
第二種 
金融商 
品取引 
業協会 

備考 

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品

取引業者 株式会社ＳＢＩ証券） 
登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○  ○   

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。 
また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託会社の照会先までお問い合わせください。 
●販売会社によってお申込みの条件、制限等が異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。 
＜備考欄について＞ 
※1 新規募集の取扱いおよび販売業務を行っておりません。 
※2 備考欄に記載されている日付からのお取扱いとなりますのでご注意ください。 
※3 備考欄に記載されている日付からお取扱いを行いませんのでご注意ください。 
                                                                                   （原則、金融機関コード順） 

販売会社一覧
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n/a 東証株価指数(TOPIX)の指数値および東証株価指数(TOPIX)にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「Ｊ

ＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など東証株価指数(TOPIX)に関するすべての権利・ノウハウおよび東証株価指数(TOPIX)

にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有しています。ＪＰＸは、東証株価指数(TOPIX)の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断

に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものではなく、本商品の設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損

害に対してもＪＰＸは責任を負いません。 
n/a  

指数の著作権などについて


